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国土利用計画法に基づく土地利用基本計画及び国土利用計画の運用指針（抜粋） 

 
第５ 調整会議、第38条審議会及び市町村長からの意見聴取並びに公表 

２ 第38条審議会の設置並びに組織及び運営 

（３）委員の定数及び任期、構成等の例 

 （エ）法第 38 条第２項の規定により、38 条審議会の運営に関し必要な事項は、都道府
県の条例で定めることとなっている。このため、会議の招集及び議決方法について、

書面による審議や一定の事項については、38条審議会の意見を聴いたものとして取
り扱い、事後、38 条審議会に報告する（以下「専決」という。）といった運用を行
う例もある（参考１）。これは、制度の仕組み上、当然に会議の開催が要請されるも

のではないためである。 
    ただし、少なくとも専決との運用を円滑に行うためには、あらかじめ 38条審議会

の承認を得ておくことが肝要である。 
 （オ）上記（エ）に関連し、特に森林地域の縮小案件について、専決の取り扱いとして

いる都道府県がある。これは、森林の縮小案件については、林地開発後の事後的な

変更ということもあり、審議会における議論の余地が少ないことなどの理由による。

審議会における議論を効率的に行うという点から見ても、このような対応を行うこ

とは一考である。 
    なお、審議会において、報告案件として林地開発の許可案件を報告している都道

府県もある。これは、将来的に、当該開発を行った地域について森林地域を縮小す

る（可能性の高い）地域であることから、事前に審議会において説明しておくとい

う点で有意義である。 
 
（参考１）38条審議会の運用例 

 

（例）専決を規定する条例・運営要綱 

   要綱第○条 ○○は、審議会運営の効率化及び迅速化を図るため、国土利用計画

法の趣旨に合致すると認められる一定の類型に属するものを対象として、あら

かじめ審議会の承認を得て、専決基準を定めることができる。 
   ２ ○○は、専決基準に該当する事項については、審議会が適当と認めたものと

して取り扱うことができる。ただし、当該事項に係る事務処理の後、速やかに

審議会に報告しなければならない。 
 

 


